
14

マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策に係る基本方針

　マネロン・テロ資金供与対策に関して、経営陣の主体的かつ積極的
な関与のもと、金庫内の役割を明確に定め、適切な措置を実施する態
勢を整備します。

1. 組織態勢
　国内外の規制等に基づき、制裁対象者との取引関係の排除、資産凍
結等の措置を適切に実施します。

5．経済制裁および資産凍結の措置

　継続的な研修を通じて、役職員のマネロン・テロ資金供与対策に係る
リスクおよび同対策に関する知識・理解を深め、役割に応じた専門性・適
合性を有する職員の確保・育成に努めます。

6．役職員の研修

　マネロン・テロ資金供与対策の実施に必要な顧客情報、確認記録、取
引記録等の各種データについて、正確に把握・蓄積し、適切に管理しま
す。

7．情報記録

　マネロン・テロ資金供与対策の遵守状況について、定期的に内部監査
を実施し、ＩＴシステムを含めた諸施策の有効性を検証します。その結果
を踏まえ、継続的な態勢改善に努めます。

8．有効性検証

　リスクベース・アプローチの考え方に基づき、当金庫が直面している
マネロン・テロ資金供与対策に関するリスクを特定・評価し、リスクに見
合った低減措置を講じます。

2. リスク評価

　関係法令に基づいたお取引時の確認を実施するとともに、その情報
を常に最新の情報に保つよう、継続的な管理を実施します。
また、フィルタリング等のＩＴシステムを活用し、反社会的勢力を含め、自
らが定める顧客管理を実施できないと判断した不適切なお客様との取
引等の謝絶・排除につきましては、法令等に従い適切に対処します。

3. 取引時の確認

　営業店からの報告、またはＩＴシステムを活用した取引モニタリング等に
より「疑わしい取引」を的確に検知・監視する態勢を整備し、検知した疑わ
しい取引について、関係法令に基づき、速やかに当局に届出を行います。

4．疑わしい取引の届出

　愛知信用金庫（以下、「当金庫」といいます。）は、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策（以下、「マネロン・テロ資金供与対策」といいま
す。）を経営上の最重要課題の一つと位置付けるとともに、関係法令等を遵守し、実効性のある管理態勢を構築すること、かつ有効に機能させるため
に以下の方針を定め、マネロン・テロ資金供与対策に取り組みます。

人材育成への取り組み

あいしんでは、入庫後の2〜3年の間にほとんどの職員が接客業務を経験します。
お客様から見れば、経験年数の少ない職員もプロフェッショナルであることに変わりありません。
新入職員・若手職員においても、自信をもってお客様の前に出られるよう、ビジネスマナー、金融の初歩から理解を深められる研修を手厚くおこなって
います。

あいしんの一員として、お客様から信頼される存在に

●新入職員研修
　（信用金庫の基礎知識、ビジネスマナー研修等）
●端末機操作訓練
　（預金・融資・為替の手続きをおこなう端末の操作講習）
●金融コンプライアンス研修
　（法令遵守の概念の理解と重要性の認識）
●フォローアップ研修
　（入庫6か月目に実施。業務知識や技能の向上、
 自己啓発や情報交換によって各自の資質を高めます）
●生命保険（一般）試験前研修
●バイク安全運転講習
●クロスメンター研修
など

●テラー育成講座
●渉外育成講座
●融資基礎、実務講座
●一般職員講座
●決算書解説及び財務分析（基礎編）研修
など

新入職員向け

若手職員向け（入庫後2〜5年程度の初級社員）




